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フォトギャラリー 

企業会計審議会・企画調整部会合同会議にて安藤会長

から報告書を受け取る島尻大臣政務官（３月26日） 
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（１）「「金融ＡＤＲ制度のフォローアップに関する有識者会議」における議論

の取りまとめ」の公表について 

 

金融ＡＤＲ制度（金融分野における裁判外紛争解決制度）は、平成 21 年 6 月に成立した「金

融商品取引法等の一部を改正する法律」により制度化され、平成 22 年 4 月に施行されました。

その際、同法附則において、法施行後 3 年以内に、指定紛争解決機関の業務の遂行状況等を踏

まえ、金融ＡＤＲ制度の在り方等について検討を行うべきことが規定されました。 

 この規定も踏まえ、平成 24 年 11 月に、金融庁総務企画局長のもとに「金融ＡＤＲ制度のフ

ォローアップに関する有識者会議」（座長：山本和彦 一橋大学大学院法学研究科教授）を設置

し、各指定紛争解決機関の業務の遂行状況の検証及び金融ＡＤＲ制度の在り方等に関する検討

を行ってきました。 

 これらの検証及び検討を踏まえ、平成 25 年 3 月に「「金融ＡＤＲ制度のフォローアップに関

する有識者会議」における議論の取りまとめ」を公表しました。 

 同取りまとめにおいて、指定紛争解決機関は、利用者保護に一定の役割を果たしていると評

価されている一方、利用者の信頼性向上や納得感等の面から運用上の改善すべき点が存在して

いると指摘されています。こうしたことから、対応の方向性のひとつとして、指定紛争解決機

関向けの監督指針を策定・公表することにより、利用者の信頼性向上等を図ることが適当であ

るとの提言が示されています。 

 金融庁としては、この提言も踏まえ、指定紛争解決機関向けの監督指針を策定する予定です。 

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「広報報道」の中の「報道発表資料」から「「金融ＡＤ

Ｒ制度のフォローアップに関する有識者会議」における議論の取りまとめ」について（平

成25年3月8日）にアクセスして下さい。 

 
 

（２）「保険業法施行規則等の一部を改正する内閣府令（案）」等に対するパ

ブリックコメントの結果等の公表について 

 

金融庁では、保険業法等の一部を改正する法律（１年以内施行分）等に係る「保険業法施行

規則等の一部を改正する内閣府令（案）」等につきまして、平成25年1月11日から平成25年2

月12日にかけて公表し、広く意見の募集を行いました。 

本件の政令、内閣府令及び命令は、平成 25 年 3 月 25 日に公布され、平成 25 年 3 月 26 日か

ら施行されています。 

本件の概要は、以下のとおりです。 

 

１．保険業法施行令等の一部を改正する政令 

保険業法等の一部を改正する法律（平成24年法律第23号）のうち 

（１）同一グループ内の保険会社を再委託者とする保険募集の再委託及び 

（２）保険契約の移転に係る規制のあり方の見直し 

トピックス 

http://www.fsa.go.jp/singi/adr-followup/20130308.html
http://www.fsa.go.jp/singi/adr-followup/20130308.html
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を内容とする公布後１年以内施行部分に係る所要の規定の整備を行います。 

 

２．保険業法施行規則等の一部を改正する内閣府令 

（１）保険契約の移転に係る規制のあり方の見直し 

保険契約の一部移転の解禁に伴い、保険契約者間の公平性や保険契約者の保護の 

観点から、保険契約者への情報提供の充実や契約移転の認可申請時の提出書類の拡

充等を図るものです。主な改正は、以下のとおりです。 

イ．保険契約者への情報提供の充実の一環として、公告事項の記載内容の拡充等

を行います。 

ロ．移転対象契約者が異議を申し立て、かつ、その保険契約につき解約の申込み

をした場合に、移転会社が移転対象契約者に払い戻すべき金額を規定します。 

ハ．移転対象契約の選定基準の合理性、対象範囲の明確性や移転の必要性等の観

点から、当局が移転の是非を判断する上で必要な認可の申請書類の追加や、

認可審査時に当局が配慮すべき事項を追加します。 

ニ．保険業を営む株式会社が会社分割により保険契約を承継させる場合も、上記

イ～ハと同趣旨の手当が必要となることから、所要の改正を行います。 

 

（２）同一グループ内の保険会社を再委託者とする保険募集の再委託 

保険募集再委託の一部解禁に伴い、再受託者たる保険募集人における適正な保  

険募集を確保する観点から、保険募集の再委託を行う際に求められる認可申請書類等

を規定するものです。主な改正は、以下のとおりです。 

イ．保険募集の再委託は再委託者と所属保険会社等が密接な関係を有する場合に

限り可能としているところ、当該グループの範囲を定めます。 

ロ．保険募集の再委託を行う場合は、再委託者と所属保険会社等が再委託に係る

事項の定めを含む委託に係る契約の締結について、内閣総理大臣の認可を受

けることとしているところ、当該認可申請書の記載事項及び添付書類につい

て定めます。 

ハ．保険募集の再委託を可能とするに当たり、保険募集人の登録事項等に、再委

託者及び再委託に関する所属保険会社等の商号又は名称の追加等を行います。

これに伴い、保険業法施行規則別紙様式の改正も行います。 

ニ．ロ．の認可申請に係る添付書類を変更する場合に、当該変更事項の届出を 

要する旨規定します。 

ホ．ロ．の認可に際しての標準処理期間を定めます。 

 

３．認可特定保険業者等に関する命令の一部を改正する命令 

認可特定保険業者等について、２．（１）と同様の規定を整備します。 

 

４．保険業法施行規則第百五条の六第四項の規定に基づく金融庁長官が定める会社分割によ

り保険契約を承継させる場合の認可の申請の書面の様式並びにその記入及び算出の方法の

一部を改正する件 

２．（１）ニにおいて、保険業法施行規則第105 条の 6第 4項が改正されることに伴い、

必要な改正を行います。 

５．保険会社向けの総合的な監督指針（本編）の一部改正 
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（１）保険契約の移転に係る規制のあり方の見直し 

イ．移転に異議を述べた契約者に対する払戻額については、解約控除を行わない

など契約者に不利益を与えない金額とすることを明示します。 

ロ．保険契約移転の認可審査の留意点として、具体的な責任準備金の積立方法や

相互会社における剰余金の分配方法、保険計理人等による確認等を求めます。 

ハ．保険契約の承継を伴う会社分割についても、上記イ．及びロ．に準じて取り

扱います。 

 

（２）同一グループ内の保険会社を再委託者とする保険募集の再委託 

イ．所属保険会社等及び再委託者において求められる、再委託に係る保険募集の

的確、公正かつ効率的な遂行を確保するために必要な体制の整備その他の措

置の具体的内容について定めます。 

          所属保険会社等：再委託に係る方針策定、当該方針に沿った再委託の許

諾、再委託の実施状況の確認、必要な場合には再委託

契約の変更又は解除を求めることができる態勢 

          再 委 託 者：上記方針に沿った最受託者の選定、教育・管理・指導 

ロ．再委託に係る重要な事項の変更があった場合には、その都度再認可が必要と

なる旨明示します。 

 

６．その他所要の改正 

保険会社向けの総合的な監督指針（様式・参考資料編）、保険会社向けの総合的な監督指

針（少額短期保険業者向けの監督指針）、保険会社向けの総合的な監督指針（別冊）（少額

短期保険業者向けの監督指針）（様式等集）、認可特定保険業者向けの総合的な監督指針

（本編）及び認可特定保険業者向けの総合的な監督指針（様式集）についても、上記５.に

準じて所要の改正を行います。 

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「審議会・研究会等」の中の「金融審議会」の「議事

録・資料等」から「「保険業法施行規則等の一部を改正する内閣府令（案）」等に対する

パブリックコメントの結果等の公表について」（平成25年3月25日）にアクセスしてくだ

さい。 

 

 

近時、金融商品取引法上のディスクロージャーをめぐり、不正による有価証券報告書の虚偽

記載等の不適切な事例が相次いでいるが、こうした事例においては、公認会計士監査が有効に

機能しておらず、監査手続をより実効的なものとする必要があるとの観点から、平成 24 年 5 月

から企業会計審議会監査部会において検討が進められました。企業会計審議会においては、不

正に関する公認会計士監査の実務の状況や監査基準の国際的な改訂の状況等を踏まえ、不正に

よる重要な虚偽表示のリスクに対応した監査手続等の明確化等に向けた監査基準の見直し等の

審議を行い、平成 25 年 3 月 26 日に、「監査基準の改訂及び監査における不正リスク対応基準の

（３）「監査基準の改訂及び監査における不正リスク対応基準の設定に関す

る意見書」の公表について 

http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130325-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130325-1.html
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設定に関する意見書」として取りまとめ、公表しました。 

改訂監査基準及び監査における不正リスク対応基準は、平成 26 年 3 月期決算に係る財務

諸表の監査から実施します。 

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「広報報道」の中の「報道発表資料」から「「監査基

準の改訂及び監査における不正リスク対応基準の設定に関する意見書」の公表につい

て」（平成25年3月26日）にアクセスして下さい。 
 
 

（４）信用金庫・信用組合の会員・組合員の外国子会社への直接貸付等の解

禁について 

 

平成 25 年 3 月 29 日に、「信用金庫法施行令及び中小企業等協同組合法施行令の一部を

改正する政令」が関連する内閣府令・監督指針の改正と合わせて公布・施行されました。 

これにより、信用金庫・信用組合の会員・組合員である中小企業などは、新たに以下のサー

ビスを受けることができるようになりました。 

○（当該中小企業等の）外国子会社に対し、取引先の信用金庫・信用組合から直接の資金

を貸し付けてもらうこと 

○外国子会社が海外で現地や日本の金融機関などから貸付等を受ける場合に、信用金庫・

信用組合から債務を保証してもらうこと 

以下、本制度改正の概要について具体的に解説します。 

 

１．本改正の概要 

（１）信用金庫・信用組合による貸付・債務の保証の枠組み 

     信用金庫・信用組合（以下、「信用金庫等」という。）は、会員・組合員（以下、「会員

等」という。）の相互扶助のための金融機関であることから、それぞれの業法に当たる信

用金庫法・中小企業等協同組合法（以下、「法」という。）上、資金の貸付は原則として

会員等に対して行うことができるものです。 

     会員等以外への資金の貸付および手形の割引（員外貸付）については、信用金庫法施

行令・中小企業等協同組合法施行令（以下、「政令」という。）に限定列挙された対象に

対してのみ行うことができます。 

すなわち、信用金庫等の貸付等は、通常、会員等である地域の（注１）中小企業や個

人に対するものに限定されており、例外が認められる場合が政令上明記されているとい

うのが全体枠組みです。  

他方、信用金庫等が行う債務の保証については、法により、「会員／組合員のためにす

るものその他の内閣府令で定めるもの」に限定されています。 

（注１）信用金庫等は定款において地区を定めること（変更には内閣総理大臣の認可が必要）となっており、

会員等の資格は定款に定めた地区に事務所や勤務先を有する中小企業や個人などに限られています。 

 

（２）改正の概要 

今般の制度改正は、以上に述べた法的枠組みの中で、 

イ．会員等の外国子会社への直接の資金の貸付について、新たに員外貸付の1つとし

て政令に規定することにより可能とする 

http://www.fsa.go.jp/news/24/sonota/20130326-3.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/sonota/20130326-3.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/sonota/20130326-3.html
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ロ．会員等の外国子会社が負う債務の保証について、新たに信用金庫等が行うことが 

できる債務の保証の 1 つとして内閣府令（注 2）において規定することにより可能

とする 

ことを内容としています。 

（注２）「信用金庫法施行規則」および「中小企業等協同組合法による信用協同組合及び信用協同組合連合会

の事業に関する内閣府令」 

 

２．改正の経緯 

本制度改正の背景は、信用金庫等がメインバンクであることも多い中小・零細企業が海外

に現地法人を設け、製造の一部や販路の拡大を請け負わせる等の取組みが増加していること

です。これにより、地域の中小・零細企業について、それらの海外現地法人も普段から取引

関係にある信用金庫等から資金の貸付や債務の保証を直接受けることへのニーズが高まりま

した。 

本制度改正以前において、信用金庫等の取引先である中小企業は、自らが信用金庫等から

借り受けた資金を海外現地法人に又貸しする、いわゆる親子ローンなども行われていました

が、中小企業が海外を含む事業展開をより円滑化することに資するため、本改正が行われた

ものです。 

平成 25 年 1 月 11 日には、「日本経済再生に向けた緊急経済対策」（閣議決定）に、

「日本企業の海外展開支援等」との位置付けで、「信用金庫・信用組合による会員・組合員

の海外子会社への融資等の解禁」が盛り込まれました。その後、制度改正案について約 1

ヶ月間のパブリックコメント手続きを経て、同年 3 月 26 日には「信用金庫法施行令及び

中小企業等協同組合法施行令の一部を改正する政令」が閣議決定され、同年 3 月 29 日には改

正政令・府令の公布・施行、関係告示・改正監督指針の施行に至っています。 

 

３．制度改正の具体的内容 

（１）「外国子会社」の定義 

    地域や職域等の会員等の相互扶助を旨とする信用金庫等の本来の取引対象は会員等で

あり、本改正は会員等である中小企業等のニーズに応ずる目的で行うものであることか

ら、外国子会社に対する貸付や債務の保証は、当該外国子会社と会員等との結び付きが

相当程度認められる範囲で解禁されています。 

このような趣旨から、「外国子会社」の概念については、 

イ．外国の法令に準拠した法人等の団体であって、会員等が総株主等の議決権（に

相当するもの）の 50％超を保有するものが「外国子会社」であることを原則と

した上で、 

ロ．外国の法制度等によって 50％超の議決権を保有することが制限されている場合

については、 

（ⅰ）会員等が総株主等の議決権（に相当するもの）を現地の法制度や慣習上

許される上限まで保有している団体であって、 

（ⅱ）会員との間に、「人的関係、財産の拠出に係る関係その他の関係」にお

いて密接な関係が相当程度あるものが外国子会社に当たること 

と規定しています。 
（注３）「人的関係、財産の拠出に係る関係その他の関係」とは、具体的には、以下のいずれかをいう旨

内閣府令において規定された。 

・会員等の役員や使用人等である者などで、外国子会社の財務および営業または事業の方針の
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決定に関して影響を与えることができるものが、外国子会社の取締役会その他これに準ずる

機関の構成員の過半数を占めていること 

・会員等が外国子会社の重要な財務および営業または事業の方針の決定を支配する契約等が存

在すること 

・外国子会社の資金調達額（貸借対照表の負債の部に計上されているものに限る）の総額の過

半について会員等が融資（債務の保証および担保の提供を含む）を行っていること 

 

なお、本改正の「外国子会社」の概念は、間接支配（子会社等を通じた保有）分と直

接支配分とを合わせた総株主等の議決権の 50％超の議決権ではなく、会員等が「直接」

総株主等の50％超の議決権を持つこととしています。 

 

（２）会員等の外国子会社に対する貸付額の制限 

     本改正により、上記（１）の定義による会員等の外国子会社に対し、信用金庫等によ

る資金の貸付と債務の保証が解禁されました。 

これに関係して、信用金庫等による員外貸付は政令上、 

イ．貸付額に制限のない員外貸付 

ロ．合計額が資金の貸付および手形の割引の総額（金融機関に対するものを除く）の

20％以内に制限される員外貸付 

の 2種類に分けられていますが、会員等の外国子会社への貸付は上記ロ．の員外貸付に分

類され、他の貸付額に制限のある員外貸付等と合わせて総貸付額の 20％を超えない範囲

での貸付にとどめなければなりません。 

（注４）当該分類は、信用金庫の場合（信用金庫法施行令第 7 条参照）と信用組合の場合（中小企業等協同

組合法施行令第14条参照）とで異なります。 

 

（３）信用金庫の卒業会員の取扱い 

信用金庫は、信用金庫法上、従業員数の増加や資本金の増加などにより会員要件を充

たさなくなったことにより脱退した会員に対し、会員であった期間に応じて脱退後最長

10年間、資金の貸付を行うことが経過措置として認められています。 

今般の改正の中で、上記の事由により脱退した会員を「卒業会員」と定義した上、親

会社等である卒業会員への資金の貸付が認められるのと同じ期間、卒業会員の外国子会

社に対する資金の貸付についても行えることが信用金庫法施行規則および告示（「信用

金庫が会員以外の者に対して行う資金の貸付け等に関する期間及び金額を指定する件」）

により規定されました。 

 

４．監督指針の改正 

  既に述べた政令・府令・告示の改正と合わせて、信用金庫等による会員等の外国子会社へ

の資金の貸付・債務の保証に係る適切なリスク管理を確保するため、「中小・地域金融機関

向けの総合的な監督指針（本編）」の改正が行われました。主な内容は、以下の通りです。 

・（親会社である）会員等を通じた実効性ある外国子会社に対する融資の審査やモニタリ

ングの実施と合わせ、必要に応じ、現地において借手企業の状況を確認できる態勢整備 

・必要に応じ、（親会社である）会員等と外国子会社との間で保証契約を締結 

・外貨建てによる外国子会社に対する貸付の場合について、適切な為替リスク管理を実行 

・日本国内の法令に加え、借手企業の所在地における法令遵守のための態勢整備 

５．外国法制との関係 

会員等の外国子会社に対する資金の貸付や債務の保証は、通常、日本に存在する信用金庫
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等の事務所と会員の外国子会社との間で行われるため、現地の関係法制度に従わなくてはな

らない点は重要です。したがって、今般改正された制度上の要件を充たす信用金庫等と外国

子会社との間の取引であっても、現地法制度上の制限がないかどうかについて十分に確認の

上行われる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「広報報道」の中の「報道発表資料」から「「信用金庫

法施行令及び中小企業等協同組合法施行令の一部を改正する政令（案）」等に対するパブ

リックコメントの結果等について」（平成25年3月26日）にアクセスして下さい。 

 
 

（５）「金融検査マニュアル・監督指針」の一部改正、「銀行法施行規則等の

一部を改正する内閣府令」等の公表について 

 

金融円滑化法の期限到来後も、金融機関が、（１）円滑な資金供給や貸付条件の変更等に努め

るとともに、（２）中小企業等に対する経営支援に積極的に取り組むよう促すため、金融検査マ

ニュアル・監督指針等を改正いたしました。 

今後、金融検査マニュアルに基づき、検査において円滑化遂行の態勢の状況を検証するとと

もに、監督指針に基づき、監督において定期的なヒアリング等を通じて、金融機関による中小

企業等への円滑な資金供給に向けた積極的な取組みを確認していきます。また、内閣府令等を

改正し、金融機関に対し、定期的に、中小企業等に対する経営支援の取組状況の公表を義務付

けたことにより、金融機関による中小企業等に対する経営改善支援が後押しされることを期待

しています。 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「広報報道」の中の「報道発表資料」から「「金融検査

マニュアル・監督指針」の一部改正、「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」等

の公表について 」（平成25年3月29日）にアクセスして下さい。 

http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130326-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130326-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130326-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130329-6.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130329-6.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130329-6.html
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（６）有価証券報告書の作成・提出に際しての留意事項（平成 25 年 3 月期

版）と有価証券報告書レビューの実施について 

 

金融庁では、有価証券報告書等の適正確保のために、有価証券報告書の提出会社等に向けて

「有価証券報告書の作成･提出に際しての留意事項(平成25年3月期版)と有価証券報告書レビ

ューの実施について」を昨年に引き続き、平成25年3月29日に公表しました。主な内容は、

以下のとおりです。 

 

１．有価証券報告書の作成・提出に際しての留意事項 

平成25年3月期以降の有価証券報告書の作成に当たり留意すべき事項等について、以下

のとおり整理しました。各提出者におかれては、これらの点に留意して有価証券報告書を

作成し、各財務局及び福岡財務支局並びに沖縄総合事務局(以下、「財務局等」という。)へ

提出願います。 

 

（１）新たに適用となる開示制度・会計基準等  

平成25年3月期から新たに適用となる開示制度・会計基準等は、特段ありません。 

なお、平成24年5月17日に公表された「退職給付に関する会計基準」は、平成25

年4月1日以後開始する事業年度(以下、「翌事業年度」という。)の年度末の財務諸表

から適用（期首からの早期適用も可能）されることとなっており、多数の会社において

翌事業年度からの適用が想定されます。 

翌事業年度から「退職給付に関する会計基準」を適用する会社については、既に公表

されている会計基準等のうち適用していないものがある場合に求められる「未適用の会

計基準等に関する注記」を、重要性の乏しいものを除いて記載する必要があります(財

務諸表等規則第8条の3の3、連結財務諸表規則第14条の4)。 

 

（２）最近の課徴金事案及び自主訂正事案を踏まえた留意事項 

最近の課徴金事案及び自主訂正事案において、以下の点について不適切な会計処理

が認められています。 

○ 売上及び売上原価に関連する会計処理 

○ 貸倒引当金等の引当金の計上 

○ 連結子会社等における会計処理 

 

（３）有価証券報告書レビュー(平成24年3月期以降)を踏まえた留意事項 

平成24年3月期以降の有価証券報告書を対象とした有価証券報告書レビューについ

ては、現在実施中ですが、そのうち重点テーマ審査と情報等活用審査において、有価

証券報告書の作成に当たり留意すべき点が認められております。これらについて、現

状までの状況を取りまとめています。 

２．有価証券報告書レビュー(平成25年3月期以降)の実施 

   平成25年3月期以降の有価証券報告書を対象に、引き続き「法令改正関係審査」、「重点

テーマ審査」及び「情報等活用審査」を柱とした有価証券報告書レビューを実施します。 

 

（１）法令改正関係審査 



 

11 

有価証券報告書の記載事項のうち「役員の状況」及び「コーポレート・ガバナンス

の状況」における社外取締役及び社外監査役に関する記載内容が、平成24年3月30

日に改正されています（注）。当該改正点について、平成25年3月31日を決算日とす

る企業を対象に法令改正関係審査を実施します。各提出者におかれては、調査票を作

成し、有価証券報告書の提出先の財務局等へ、平成25年7月16日（火）までに提出

願います。 

なお、提出方法については、各財務局等からの連絡等に従い、自社の状況を正確に

記載してご提出下さい。 

（注）関連資料「企業内容等の開示に関する内閣府令の一部を改正する内閣府令」等に

対するパブリックコメントの結果等について」（平成24年3月30日） 

 

（２）重点テーマ審査 

提出された有価証券報告書のうちから、特定の事項に着目して審査対象を抽出し、

提出者に対する質問･ヒアリングを含めた審査を実施します。 

審査に当たっては、所管の財務局等より該当提出者に対し、具体的な質問事項を送

付させていただきますので、ご協力のほどよろしくお願いします。 

本年度(平成 25 年 3 月期以降の有価証券報告書)の重点テーマは、以下のとおりです。 

○ 企業結合及び事業分離等 

○ 固定資産の減損 

○ 連結財務諸表作成手続(子会社管理を含む) 

○ 金融商品に関する会計処理･開示 

○ 偶発債務(引当金の計上を含む) 

 

（３）情報等活用審査 

上記の重点テーマに該当しない場合であっても、適時開示や報道、提供された情報

等を勘案し、所管の財務局等より、具体的な質問事項を送付させていただくことがあ

りますので、ご協力のほどよろしくお願いします。 

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「広報報道」の中の「報道発表資料」から「有価証券報

告書の作成･提出に際しての留意事項(平成25年3月期版)と有価証券報告書レビューの実

施について 」（平成25年3月29日）にアクセスして下さい。 

 

 

（７）中小企業の業況等に関するアンケート調査結果の概要の公表について 

中小企業金融の実態把握の一環として、平成25年2月に、全国の財務局等を通じて、各都道

府県の商工会議所47先を対象に、会員企業の業況や資金繰りの現状と先行き等について聴き取

り調査を実施したところ、その調査結果の概要は以下のとおりとなりました。 

１．中小企業の業況感は、現状Ｄ．Ｉ．のマイナス幅が前回調査に比べ僅かながら縮小してい

るものの、引き続き厳しい状況にあります。なお、先行きＤ．Ｉ．のマイナス幅は、現状Ｄ．

Ｉ．に比べ11ポイント小さくなっています。 

http://www.fsa.go.jp/news/23/sonota/20120330-13.html
http://www.fsa.go.jp/news/23/sonota/20120330-13.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/syouken/20130329-5.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/syouken/20130329-5.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/syouken/20130329-5.html


 

12 

悪化の要因としては、「売上げの低迷」の割合が最も大きく、次いで、｢販売価格の下落｣

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．中小企業の資金繰りは、現状Ｄ．Ｉ．のマイナス幅が前回調査に比べ僅かながら縮小して

いるものの、引き続き厳しい状況にあります。なお、先行きＤ．Ｉ．のマイナス幅は、現状

Ｄ．Ｉ．に比べ3ポイント小さくなっています。 

悪化の要因としては、「販売不振・在庫の長期化等、中小企業の営業要因」の割合が最も

大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考１）東日本大震災に関連した業況感に関する主なコメントについては、以下のとおりと

（単位：％）

① ② ③ ④ ⑤
原油・原材料価格
等、仕入原価の上
昇、及び販売先と
の関係による販売
価格への転嫁の遅
れ

需要の低迷による
売上げの低迷

競争過多による販
売価格の下落

株式・為替市場は
じめグローバルな
市場変動の影響

東日本大震災や福島
原子力発電所事故等
の影響によるもの（①
～④に該当しないも
の）
例：営業建物の損壊、
原材料の調達不能、
節電による業務の縮
小等

▲53 ▲40 22.5 53.8 16.3 5.0 2.5
（ ▲64 ） （ ▲57 ） （ 12.6 ） （ 49.5 ） （ 14.4 ） （ 19.8 ） （ 3.6 ）

▲74 ▲64 11.9 53.2 30.3 0.9 3.7
（ ▲72 ） （ ▲70 ） （ 12.3 ） （ 63.2 ） （ 21.7 ） （ 0.9 ） （ 1.9 ）

▲57 ▲43 16.0 50.6 24.7 3.7 4.9
（ ▲62 ） （ ▲60 ） （ 11.6 ） （ 59.3 ） （ 22.1 ） （ 4.7 ） （ 2.3 ）

▲30 ▲21 16.4 49.3 31.3 0.0 3.0
（ ▲43 ） （ ▲51 ） （ 9.1 ） （ 48.9 ） （ 38.6 ） （ 0.0 ） （ 3.4 ）

▲60 ▲47 8.3 54.8 32.1 2.4 2.4
（ ▲51 ） （ ▲47 ） （ 9.2 ） （ 65.8 ） （ 21.1 ） （ 1.3 ） （ 2.6 ）

▲35 ▲26 0.0 70.0 27.5 0.0 2.5
（ ▲41 ） （ ▲39 ） （ 0.0 ） （ 73.1 ） （ 23.1 ） （ 0.0 ） （ 3.8 ）

▲55 ▲49 35.5 41.9 18.3 3.2 1.1
（ ▲51 ） （ ▲49 ） （ 21.6 ） （ 48.9 ） （ 27.3 ） （ 2.3 ） （ 0.0 ）

▲52 ▲41 17.1 52.0 25.6 2.3 2.9
（ ▲55 ） （ ▲53 ） （ 11.7 ） （ 57.2 ） （ 23.7 ） （ 4.9 ） （ 2.5 ）

（注１）Ｄ．Ｉ． ＝ 「良い」と回答した先数構成比 － 「悪い」と回答した先数構成比
（注２）悪化の要因については、複数回答可としており、複数の回答の総計を分母とする割合として示している。
（注３）表中の括弧書は24年11月時点の調査結果

区分

Ｄ．Ｉ．（良い－悪い） 悪化の要因（回答割合）

現状 先行き

平均

製造業

小売業

卸売業

建設業

不動産業

運輸業

サービス業

（単位：％）

① ② ③ ④ ⑤
販売不振・在庫の
長期化等、中小企
業の営業要因

金融機関の融資
態度や融資条件
等

改正貸金業法施
行の影響等、ノン
バンクの融資態
度・動向

セーフティネット貸
付・保証等、信用
保証協会や政府
系金融機関等の
対応

東日本大震災や福島
原子力発電所事故等
の影響によるもの（①
～④に該当しないも
の）
例：被災による担保価
値の下落、取引先の
被災による入金の遅
れ等

▲47 ▲40 88.6 4.5 0.0 0.0 6.8
（ ▲43 ） （ ▲53 ） （ 97.8 ） （ 2.2 ） （ 0.0 ） （ 0.0 ） （ 0.0 ）

▲51 ▲51 95.9 2.0 0.0 2.0 0.0
（ ▲51 ） （ ▲55 ） （ 90.9 ） （ 9.1 ） （ 0.0 ） （ 0.0 ） （ 0.0 ）

▲43 ▲40 95.2 4.8 0.0 0.0 0.0
（ ▲49 ） （ ▲51 ） （ 90.0 ） （ 10.0 ） （ 0.0 ） （ 0.0 ） （ 0.0 ）

▲36 ▲36 85.4 12.2 0.0 2.4 0.0
（ ▲47 ） （ ▲55 ） （ 78.0 ） （ 13.6 ） （ 0.0 ） （ 5.1 ） （ 3.4 ）

▲47 ▲40 89.4 10.6 0.0 0.0 0.0
（ ▲38 ） （ ▲43 ） （ 92.9 ） （ 7.1 ） （ 0.0 ） （ 0.0 ） （ 0.0 ）

▲26 ▲24 96.3 3.7 0.0 0.0 0.0
（ ▲26 ） （ ▲30 ） （ 91.2 ） （ 2.9 ） （ 0.0 ） （ 0.0 ） （ 5.9 ）

▲38 ▲38 97.4 2.6 0.0 0.0 0.0
（ ▲38 ） （ ▲38 ） （ 97.4 ） （ 2.6 ） （ 0.0 ） （ 0.0 ） （ 0.0 ）

▲41 ▲38 92.4 5.9 0.0 0.7 1.0
（ ▲42 ） （ ▲46 ） （ 90.4 ） （ 7.4 ） （ 0.0 ） （ 0.9 ） （ 1.2 ）

（注１）Ｄ．Ｉ． ＝ 「良い」と回答した先数構成比 － 「悪い」と回答した先数構成比
（注２）悪化の要因については、複数回答可としており、複数の回答の総計を分母とする割合として示している。
（注３）表中の括弧書は24年11月時点の調査結果

平均

製造業

小売業

卸売業

建設業

不動産業

運輸業

サービス業

現状 先行き
区分

Ｄ．Ｉ．（良い－悪い） 悪化の要因（回答割合）
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なっています。 

 ≪製造業≫ 

○ 食品製造業においては、風評被害への対応からコスト増となっている（福島県） 

○ 特殊車両などの一部機械メーカーは、東北の復興需要により引き続き業況が良いが、そ

の他の業者は殆どが県内取引先を相手にしているため、人口減などにより需要の増加を

望めない状況は変わらない（高知県） 

≪小売業≫ 

○ 24 年 11 月から、震災復興支援事業として水戸市プレミアム商品券事業が始まったが、

小売業への還元はあまりなく、依然として消費者の需要は厳しい状況である（茨城県） 

≪卸売業≫ 

○ 特に大きな懸念材料もなく、物流が滞る動きもないことから、ほぼ震災前の水準に戻っ

ている（山形県） 

○ 震災復興需要により木材関係の取引はあるが、落ち着き気味の傾向にある（茨城県） 

○ 建設資材を扱っている一部業者は復興需要により業況が良いが、その他の業者について

は小売業の影響もあり業況が悪い（高知県） 

○ 米卸業においては、震災以降、流通が変わったことによる慢性的な米不足により仕入原

価が上昇する中、価格転嫁が困難となっている（長崎県） 

≪建設業≫ 

○ 沿岸部における震災復興関連の公共工事については、人手不足から盛岡市内の業者にも

下請でのオファーが増加しているが、利益率の高いガレキ処理工事を引受ける一方で、

建築工事は工期等の制限が厳しいため敬遠しがちである（岩手県） 

○ 震災の復旧工事は落ち着いたものの、生コン等資材の価格上昇や人手不足などもあり、

復興に向けた本格的な工事は遅れ気味となっている（宮城県） 

○ 震災からの復興・復旧工事に加え、除染事業などによる需要増が続いている（福島県） 

○ 震災特需は落ち着きつつあるが、消費税増税前の駆け込み需要の動きがわずかながら見

られる（茨城県） 

○ 東日本大震災の影響による材料の入手難・価格上昇に加えて、官民ともに需要が低迷し

ていることから請負単価が低下しており、現状の業況は悪い（奈良県） 

≪サービス業≫ 

○ 盛岡市内の観光地では、震災・風評被害の影響のほか平泉効果の恩恵もあまり受けてお

らず、関連業者にとってはやや厳しい状況が続いている（岩手県） 

○ 温泉地は観光客が戻らないなど、原発事故による風評被害の影響が長期化しているほか、

観光客の減少分を補ってきた作業員による宿泊もピークを過ぎて減少傾向にある（福島

県） 

○ コンベンション関連においては、震災の影響による反動から売上は回復している模様で

あり、ホテル等の利用件数も順調に推移している（神奈川県） 

≪不動産業≫ 

○ 新築マンションの需要増などから不動産価格が上昇傾向にあるが、震災後に修繕した中

古住宅は動きが鈍い（宮城県） 

○ 内陸部での個人住宅の着工戸数は増加傾向にあるものの、沿岸部での不動産価格の低

下・売上低迷により、全体としては厳しい状況となっている（静岡県） 

○ 全体として売買需要が少ないものの、津波対策から高地に対する関心が高くなっている

（和歌山県） 
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≪運輸業≫ 

○ 震災による影響はほぼ無くなり物流は比較的順調なものの、最近は円安の影響を受けて

ガソリン価格が値上がり傾向にあり、業界にとってはマイナス要因となっている（山形

県） 

○ 昨年は復興需要があったが、本年は反動により業況は良くない（高知県）                        

 

 

※ 詳しくは、金融庁ウェブサイトの「広報報道」の中の「報道発表資料」から「中小企業の

業況等に関するアンケート調査結果の概要の公表について」（平成25年3月29日）にアク

セスして下さい。 

http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130329-4.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130329-4.html
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このコーナーは、大臣の記者会見における質疑応答などの中から、時々の旬な情報をセレクト

してお届けするものです。さらにご覧になりたい方は、金融庁ウェブサイトの「記者会見」のコ

ーナーにアクセスしてください。

金融ここが聞きたい！ 

Ｑ：日本版ＩＳＡについて伺いたいのですけれども、国会の答弁の中でもその効果、期待に

ついてお話になっていらっしゃいましたけれども、恒久的な措置じゃないので、効果は

限定的ではないかという声もあるのですけれども、改めて今回の拡充策の効果、期待、

そして恒久的な措置についてはどうお考えになるのか教えてください。 

Ａ．少額投資、Individual Savings Accounts、略してＩＳＡと言っているものですけれど

も、これに関して言わせてもらえれば、少なくともこういったリスク投資をするという習

慣がほとんどないところにおいて、これを実行することによって、少なくとも個人金融資

産 1,500 兆円、現預金 840～850 兆円あるのかな、タンス預金等々も数十兆円あるという

状況の日本において、少なくともそういった一般の人達が持っている 800 兆円を超えるお

金というのが、少なくとも活かされる形で、いろいろな意味で投資に回るという機会を与

えないと、（中略）ＩＳＡというのは、僕は良い制度の１つの導入だと思っています。こ

れが定着することになれば、定着した段階で、まずはいろいろな形で積極的に利用される

方もいるでしょうけれども、初めての人はおずおずとやるものですよ、それが常識という

ものだと思いますけれども。したがって、１人一口とかにしてありますけれども、これが

定着して、10 年経ってみたら非常に広く定着しましたということなら、その段階で考え

ます。 

【平成25年3月26日（火）閣議後記者会見】

Ｑ：円滑化法がいよいよ終了するんですが、円滑化法についてはこれまで自由な競争を歪め

るといった副作用を指摘する点が色々あったかと思います。この点も含めて、円滑化法

のこれまでの功罪についてご所見があればお伺いしたいと思います。 

Ａ．これは、もともと亀井金融担当大臣の時に、平成の徳政令とかと言われたんだ。簡単なこ

とで言えば、手形のジャンプでしょう。手形のジャンプをさせて再延長させたわけですけれ

ども、これをやったことによって救われたところはもちろんあります。ありますというか、

企業の倒産を防止したことは確か。しかし、その中で何万社、正確にどの社がどうと言える

わけではありませんけれども、少なくともきちんとそれに対応して経営努力をされて、財務

内容を改善したり色々された企業はもちろんそれならそれで良し。ただし、そういった内容

の進歩が見られないところに関しては、ただただ手形のジャンプを繰り返すだけでは、およ

そ意味がないでしょうと。従って、再々々延長というようなことはしないで、少なくともこ

の円滑化法はいったん切らせていただきます。そして、その後の対応につきましては、急に

円滑化法が切れたからといって各地の中小零細企業に貸付けを行っている金融機関の対応が

急激に変わるということのないようにきちんと監視をさせたい。ついては各地の財務局

等々、商工会議所や商工会に色々お願いをさせていただいて、これに対する対応をきちんと 

http://www.fsa.go.jp/common/conference/index.html
http://www.fsa.go.jp/common/conference/minister/2013a/20130326-1.html
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やっていただきますということで、もしそういったものに反するようなものがあったら、是

非我々の方にお知らせくださいという対応で、こういった話というのは、どこで切るかとい

うのは常に起きる話ではありますけれども、今回はそういった形で対応させていただいて、

万全を期したいと考えています。 

【平成25年3月29日（金）閣議後記者会見】

http://www.fsa.go.jp/common/conference/minister/2013a/20130329-1.html
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（１）その「もうけ話」、大丈夫ですか？  詐欺的な投資勧誘にご注意を！ 

「未公開株」や「ファンド」取引に関する詐欺的な投資勧誘が多発しています。くれぐれ

もご注意ください！。 

実際に投資を行うかどうかの判断は、取引内容を十分に理解した上で行うことが重要です。

少しでも不審に思った場合には、取引を見合わせることを含めて、慎重に対応することをお

勧めします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不審な勧誘を受けた場合には、金融庁金融サービス利用者相談室に情報をご提供下さい。 

◆金融庁金融サービス利用者相談室（受付時間：平日 10 時～17 時） 

電話（ナビダイヤル）：0570－016811 

※ＩＰ電話・ＰＨＳからは、03－5251－6811 におかけください。 

ＦＡＸ：03－3506－6699 

皆さんご注意ください！ ＆ 情報提供のお願い 

一般的に、幅広い投資家に「未公開

株」や「私募債」の取引の勧誘が行わ

れることは、考えられません。 

        

       ↓ 

 こうした取引の勧誘を行うことは、

法律違反の可能性がありますので、絶

対に関わらないようにしてください。 

法律上、幅広い投資家に対して、組合

などファンドへの出資の勧誘を行える

のは、金融庁（財務局）の登録を受け

た業者に限られます。 

↓  

これ以外の者が勧誘を行うことは、

法律違反の可能性がありますので、絶

対に関らないようにしてください。 

「未公開株」や「私募債」の
取引に関するご注意 

「ファンド（組合など）」 
取引に関するご注意 

◎ 金融庁ウェブサイトでは、より詳しい情報や、勧誘を行う業者が金融庁（財務局） 

の登録を受けているかを確認できます。 

        ↓ 

免許・許可・登録等を受けている業者一覧（金融庁ウェブサイト） 

 

◎ なお、金融庁（財務局）の登録を受けている業者であっても、 

・その信用力などが保証されているものではありません。 

・「元本保証」「絶対に儲かる」などと説明して勧誘することは、禁じられています。

  ・詳細は下記ウェブサイトにアクセスしてください。 

        ↓ 

投資勧誘等にご注意！（金融庁ウェブサイト） 

http://www.fsa.go.jp/menkyo/menkyo.html
http://www.fsa.go.jp/ordinary/chuui/attention.html
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（イ）情報受付窓口 

証券取引等監視委員会では、資料・情報収集の一環として、広く一般の皆様から、「相場

操縦」や「内部者取引」、「風説の流布」といった個別銘柄に関する情報、「有価証券報告書

等の虚偽記載」や「疑わしいファイナンス」といった発行体に関する情報、「金融商品取引

業者による不正行為等」に関する情報、「疑わしい金融商品・ファンドなどの募集」に関す

る情報など、市場において不正が疑われるような情報の提供を電話や郵送、ＦＡＸ、イン

ターネット等により受け付けています。寄せられた情報は、各種調査・検査や日常的な市

場監視を行う場合の有用な情報として活用しています。 

（注）個別のトラブル処理・調査等の依頼につきましては対応していませんので、ご了承ください。 

◆証券取引等監視委員会 情報受付窓口 

https://www.fsa.go.jp/sesc/watch/ 

直 通：03－3581－9909（情報受付窓口直通） 

代 表：03－3506－6000（内線3091、3093） 

ＦＡＸ：03－5251－2136 

郵送（共通）：〒100－8922 

東京都千代田区霞が関3－2－1 中央合同庁舎第7号館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）皆様からの情報提供が市場を守ります！ 

http://www.fsa.go.jp/sesc/index.htm
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（ロ）年金運用ホットライン 

平成 24 年 4 月より、年金運用の分野に関し、実名で情報提供いただける方を対象とする

専用の窓口（年金運用ホットライン）を設置し、投資運用業者による疑わしい運用等の情

報等、幅広い情報の収集に努めています。特に詳細な情報提供を頂ける場合、「年金運用の

専門家」が対応いたします。これら専用の窓口も、是非ご利用下さい。 

◆証券取引等監視委員会 年金運用ホットライン 

http://www.fsa.go.jp/sesc/support/pension.htm 

直 通：03－3506－6627 

電子メール：pension-hotline@fsa.go.jp 

 

（ハ）公益通報・相談窓口 

公益通報者保護法の公益通報に関する専用の窓口を設置し、電話による相談の対応も行っ

ています。 

◆証券取引等監視委員会 公益通報・相談窓口 

http://www.fsa.go.jp/sesc/koueki/koueki.htm 

直 通：03－3581－9854 

ＦＡＸ：03－5251－2198 

電子メール：koueki-tsuho.sesc@fsa.go.jp 
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このコーナーは、平成 25 年 3 月の「報道発表」から特にアクセス数の多かったページを掲

載しています。なお、過去のアクセス数の多いページをご覧になりたい方は、金融庁ウェブ

サイトのアクセス数の多いページ（過去の情報等）にアクセスしてください。 

 

○ 金融庁が検査実施中の金融機関  

○ 中小企業等に対する金融円滑化対策について  

○ 免許・許可・登録等を受けている業者一覧  

○ 無登録で金融商品取引業を行う者の名称等について  

○ 検査結果事例集の公表について  

○ ご相談は財務局・財務事務所の金融円滑化窓口へ！～中小企業等金融円滑化相談窓

口のご案内～  

○ 空売り規制の総合的な見直し（案）等に係る御意見の募集について  

○ 「監査基準の改訂及び監査における不正リスク対応基準の設定について」の公表に

ついて  

○ 「金融検査マニュアル・監督指針」の一部改正（案）、「銀行法施行規則等の一部

を改正する内閣府令（案）」等の公表について  

○ 次世代EDINETにおける開示書類等提出者及び開示情報利用者向け説明会の開催につ

いて  

 

 

 

金融庁ウェブサイトへのアクセスランキング 

http://www.fsa.go.jp/common/pop_kako.html
http://www.fsa.go.jp/receipt/k_jyouhou/fsa.html
http://www.fsa.go.jp/policy/chusho/enkatu.html
http://www.fsa.go.jp/menkyo/menkyo.html
http://www.fsa.go.jp/ordinary/chuui/mutouroku.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130319-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130222-1a.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130222-1a.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/syouken/20130307-1.html
http://www.fsa.go.jp/singi/singi_kigyou/tosin/20130314.html
http://www.fsa.go.jp/singi/singi_kigyou/tosin/20130314.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130321-1.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130321-1.html
http://www.fsa.go.jp/search/20130218.html
http://www.fsa.go.jp/search/20130218.html
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（１）中小企業等金融円滑化相談窓口 

各財務局・財務事務所に中小企業等金融円滑化相談窓口を設置しました。どうぞご遠慮なく、

ご相談ください。 

●以下のような点について、ご質問・ご相談等はございませんか。 

１．中小企業金融円滑化法の期限到来後における金融機関や金融庁・財務局の対応 

２．借入れや返済について、取引金融機関との間でお困りのこと 

３．経営改善や事業再生に関する中小企業支援策の内容 

●各財務局・財務事務所の担当職員が、皆様のさまざまなご質問やご相談等にお答えいたし

ます。また、助言等も積極的に行います。 

●ご相談内容に応じて専門の機関をご紹介いたします。 

《受付時間》 

平日9時～16時 

 

※お問い合わせ先については、「ご相談は財務局・財務事務所の金融円滑化窓口へ！～中小企業

等金融円滑化相談窓口のご案内～」にアクセスしてください。 

 

 

 

（２）東日本大震災関連情報 

金融庁では、引き続き、以下を窓口として「東日本大震災関連情報」を提供しています。 

 

◆金融庁ウェブサイト 

「東日本大震災関連情報」 

（URL:http://www.fsa.go.jp/ordinary/earthquake201103.html） 

「金融機関等の相談窓口一覧」 

（URL:http://www.fsa.go.jp/ordinary/earthquake201103/20110325-1.html） 

◆金融庁携帯サイト 

 「★東日本大震災関連情報」 

（URL：http://www.fsa.go.jp/m/quake/jishin.html） 

◆ 金融庁ツイッター「金融庁関連情報」 

（URL: http://twitter.com/#!/fsa_JAPAN） 

 

 

お知らせ 

http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130222-1a.html
http://www.fsa.go.jp/news/24/ginkou/20130222-1a.html
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（３）メール配信サービスのお知らせ 

金融庁、証券取引等監視委員会、公認会計士・監査審査会の各ウェブサイトでは、メール配

信サービス（日本語版・英語版）を行っています。 

メールアドレスを登録していただきますと、 

○ 金融庁からは、毎月発行しているアクセスＦＳＡや、日々発表される各種報道発表など、 

○ 証券取引等監視委員会からは、証券取引等監視委員会ウェブサイトの新着情報や、証券

取引等監視委員会の問題意識等のメッセージなど、 

○ 公認会計士・監査審査会からは、公認会計士・監査審査会ウェブサイトの新着情報など 

が、登録いただいたメールアドレスに配信されます。 

御希望の方は、この機会に下記からアクセスして登録してください！ 

 

 日本語版 英語版 

金融庁 「新着情報メール配信サービ

ス」 

Subscribing to E-mail 

Information Service 

証券取引等監視委員会 「メールマガジン配信サービ

ス」 

Subscribing to E-mail 

Information Service 

公認会計士・監査審査会 「新着情報メール配信サービ

ス」 

Subscribing to E-mail 

Information Service 

 

http://www.fsa.go.jp/haishin/service_top.htm
http://www.fsa.go.jp/haishin/service_top.htm
http://www.fsa.go.jp/haishin/sesc/index.html
http://www.fsa.go.jp/haishin/sesc/index.html
http://www.fsa.go.jp/haishin/cpaaob/index.html
http://www.fsa.go.jp/haishin/cpaaob/index.html
http://www.fsa.go.jp/en/haishin/index.html
http://www.fsa.go.jp/en/haishin/index.html
http://www.fsa.go.jp/haishin/sesc/en/index.html
http://www.fsa.go.jp/haishin/sesc/en/index.html
http://www.fsa.go.jp/haishin/cpaaob/en/index.html
http://www.fsa.go.jp/haishin/cpaaob/en/index.html

